
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 9日

上   場   会   社   名       東洋通信機株式会社 上場取引所 東

コード番号       6708 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役常務 神奈川県

　　　　　　 氏　　 名　　　　　　　　　　　　　　永井　武 TEL (044) 542 - 6336
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 9日 中間配当制度の有無　　有

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）

(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 29,043 △ 30.0 △ 4,654 - △ 4,721 -
12年 9月中間期 41,464 4.6 1,760 △ 36.6 2,062 △ 26.0
13年 3月期 81,046 1,764 2,879

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 △ 2,764 - △ 49.15
12年 9月中間期 △ 2,791 - △ 49.64
13年 3月期 △ 2,527 △ 44.94
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期   56,246,174 株   12年 9月中間期    56,246,136 株   13年 3月期    56,246,155 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当            0 円 00 銭

13年 9月中間期 0.00 －    特別配当             0 円 00 銭

12年 9月中間期 5.00 －
13年 3月期 － 10.00

(3)財政状態

       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 89,569 30,169 33.7 536.38
12年 9月中間期 103,696 33,462 32.3 594.93
13年 3月期 103,959 33,343 32.1 592.81
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期    56,246,174 株   12年 9月中間期    56,246,174 株   13年 3月期    56,246,174 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 59,000 △ 8,300 △ 4,800 0.00 0.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）             △85 円  34 銭
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個別中間財務諸表等

① 比較貸借対照表

（単位　百万円：未満切捨）

資 産 の 部
当中間期末
平成13 年９月30 日現在

前年中間期末
平成12 年 9 月 30 日現在

前期末
平成13 年３月31 日現在

前期末対比

流 動 資 産          ４９，０３４ ６４，６９８ ６１，２３７ △１２，２０２

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

製 品

材 料 ・ 貯 蔵 品

仕 掛 品 ・ 半 製 品

短 期 貸 付 金

未 収 法 人 税 等

未 収 消 費 税

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

１４，９３４

３，４７８

１５，４１５

７１

１，４４３

２，５５７

６，４２９

４０

―

―

７１９

３，３２２

６２２

―

２１，００３

３，４４９

２３，５１４

１４０

１，１６４

２，９７７

８，０２６

―

―

３４７

６８９

３，０７７

４１６

△１０７

１７，７９４

４，０８６

２２，９７４

１４０

１，６０４

３，３４３

７，２５１

―

５３３

６１６

７２４

１，７６３

４０３

―

△２，８６０

△６０７

△７，５５８

△６８

△１６１

△７８６

△８２２

４０

△５３３

△６１６

△４

１，５５９

２１８

―

固 定 資 産          ４０，５３５ ３８，９９８ ４２，７２２ △２，１８７

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 等

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式 ・ 出 資 金

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

２６，２３０

８，９４４

１３，６２８

２

１，８２７

１，１１３

７１４

２９５

５３

２４２

１４，００９

１，３６３

２，４９５

８８７

８，２４１

１，１３０

△１０８

２５，６６４

９，２１２

１１，６８２

１

１，７１８

１，０４４

２，００４

４９１

５３

４３７

１２，８４１

１，７３２

２，０４４

５２２

７，４２６

１，１５６

△４１

２８，２７８

９，２５２

１５，１８１

１

２，０４３

１，１１５

６８４

３９５

５３

３４２

１４，０４８

１，６６４

２，４３５

９５１

７，７８１

１，２９８

△８４

△２，０４８

△３０８

△１，５５３

１

△２１６

△２

３０

△１００

△０

△１００

△３８

△３０１

６０

△６３

４６０

△１６８

△２４

資 産 合 計          ８９，５６９ １０３，６９６ １０３，９５９ △１４，３９０
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（単位　百万円：未満切捨）

負 債 ・ 資 本 の 部
当中間期末
平成13 年９月30 日現在

前年中間期末
平成12 年 9 月 30 日現在

前期末
平成13 年３月31 日現在

前期末対比

流 動 負 債          ２３，７４５ ３９，２１６ ３９，２０２ △１５，４５７

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 損 害 賠 償 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

損 害 賠 償 金 引 当 金

設 備 支 払 手 形

そ の 他 の 流 動 負 債

８，２８８

３，０９３

５，７９５

１５４

―

６６

４８

３，０９２

５０

２４１

１，２２８

１，６８１

５

１２，６０７

６，５１６

２，３４５

２，０２３

―

１，１６６

―

２，８４７

７６

２４５

４，３３０

７，０５４

４

１１，９５０

５，７０３

６，４９５

１，０８０

３，２０１

１４

―

２，６３６

４８

２０５

１，２２８

６，６３０

７

△ ３，６６２

△ ２，６１０

△ ７００

△ ９２５

△ ３，２０１

５１

４８

４５６

１

３５

―

△ ４，９４９

△ ２

固 定 負 債          ３５，６５５ ３１，０１７ ３１，４１３ ４，２４１

転 換 社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

預 り 敷 金 ・ 保 証 金

１２，９９３

１０，０００

１２，２５８

１４０

２６２

１２，９９３

４，９００

１２，７３５

２２２

１６６

１２，９９３

５，０００

１２，９２７

２３０

２６２

―

５，０００

△ ６６８

△ ９０

―

負 債 合 計          ５９，４００ ７０，２３４ ７０，６１６ △１１，２１５

資 本 金 ９，５６０ ９，５６０ ９，５６０ ―

法 定 準 備 金 １０，５６２ １０，５０３ １０，５３１ ３０

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

９，５５０

１，０１１

９，５５０

９５３

９，５５０

９８１

―

３０

そ の 他 の 剰 余 金 １０，０４５ １３，１９２ １３，１４７ △３，１０１

特 別 償 却 準 備 金

別 途 積 立 金

中間（当期）未処分利益

（うち中間（当期）純利益）

―

１０，２６０

△２１４

（△２，７６４）

０

１５，２６０

△２，０６８

(△２，７９１)

０

１５，２６０

△２，１１３

（△２，５２７）

△ ０

△ ５，０００

１，８９９

(△２３６)

評 価 差 額 金          ０ ２０６ １０４ △１０３

資 本 合 計          ３０，１６９ ３３，４６２ ３３，３４３ △３，１７４

負 債 ・ 資 本 合 計          ８９，５６９ １０３，６９６ １０３，９５９ △１４，３９０
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② 比較損益計算書

（単位　百万円：未満切捨）

科　　目
当中間期

自 平成13年４月１日

至 平成13年９月30日

前年中間期
自 平成12年４月１日

至 平成12年９月30日

前期
自 平成12年４月１日

至 平成13年３月31日

前年同期比

営 業 収 益        29,043 100.0% 41,464 100.0% 81,046 100.0% △12,421

売 上 高         29,043 41,464 81,046 △12,421

営 業 費 用        33,697 116.0 39,704 95.8 79,282 97.8 △6,006

売 上 原 価 27,928 96.2 33,269 80.3 66,614 82.2 △5,341

販売費・一般管理費 5,769 19.8 6,434 15.5 12,667 15.6 △665

営

業

損

益

の

部

 
 
 
 
 
 
 
 

営 業 利 益        △4,654 △16.0 1,760 4.2 1,764 2.2 △6,414

営 業 外 収 益        278 0.9 559 1.4 1,631 2.0 △280

受取利息・配当金 84 245 721 △160

そ の 他         194 314 909 △119

営 業 外 費 用        346 1.2 256 0.6 516 0.6 89

支 払 利 息         222 183 353 38

営
業
外
損
益
の
部

 
 
 
 
 
 
 
 

そ の 他         123 73 162 50

経

常

損

益

の

部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経 常 利 益 △4,721 △16.3 2,062 5.0 2,879 3.6 △6,784

特 別 利 益 1,438 5.0 5,977 14.4 6,090 7.5 △4,538

固 定 資 産 売 却 益         1,438 ― ― 1,438

退職給付信託設定益 ― 5,965 5,965 △5,965

貸倒引当金戻入益 ― 11 125 △11

特 別 損 失 1,411 4.9 12,819 30.9 13,266 16.4 △11，408

特 別 退 職 金         1,160 ― ― 1,160

投資有価証券評価損         143 ― 24 143

固 定 資 産 除 却 損         73 76 294 △3

貸倒引当金繰入額         24 35 84 △11

会 員 権 評 価 損         10 10 66 0

退職給付会計基準変更時差異 ― 12,596 12,596 △12，596

特

別

損

益

の

部

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

損害賠償金引当金繰入額         ― 100 200 △100

税引前中間（当期）純利益 △4,694 △16.2 △4,778 △11.5 △4,296 △5.3 84

法人税、住民税及び事業税 14 0.0 1,175 2.8 360 0.4 △1，160

法 人 税 等 調 整 額           △1,944 △6.7 △3,162 △7.6 △2,129 △2.6 1,218

中 間（当期）純利益           △2,764 △9.5 △2,791 △6.7 △2,527 △3.1 27

前 期 繰 越 利 益           2,550 723 723 1,826

中 間 配 当 額           ― ― 281 ―

利 益 準 備 金 積 立 額           ― ― 28 ―

中間（当期）未処分利益            △214 △2,068 △2,113 1,854
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③ 中間財務諸表作成の基本となる事項

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有　価　証　券

子会社及び関連会社株式 ･･････ 移動平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券           

　時 価 の あ る も の          ･･････ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

　なお、評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております。

　時 価 の な い も の          ･･････ 移動平均法による原価法

(2) 棚　卸　資　産

製品、仕掛品・半製品           ･･････ 個別法による原価法

　ただし、水晶製品・半製品・仕掛品については、総平均法によ

る原価法を採用しております。

材 料 ・ 貯 蔵 品           ･･････ 移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有 形 固 定 資 産         ･･････ 定率法によっております。

　ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法によっております。

(2) 無 形 固 定 資 産         ･･････ 定額法によっております。

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）による定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金         ･･････ 　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(2) 損害賠償金引当金         ･･････ 　過年度に防衛庁に納入した防衛装備品納入代金に関する損害賠

償金等の支払に備えるため、防衛庁調達実施本部からの損害賠償

金等納入告知書に記載された請求金額より既支払額を控除した金

額を計上しております。

　(追加情報)

　当社は、上記損害賠償金等納入告知額について、平成 11 年２月

10日東京地方裁判所に債務額確認請求の訴えを提起しておりまし

たが、平成 13 年３月 30 日に判決があり、同年４月に当該判決に

よる賠償金支払指示額 3,201 百万円について損害賠償金引当金を

取崩し、同額を支払っております。

  なお、上記判決に対し国は同年４月 13 日に控訴し、現在係属中

であるため、残余の引当金については引き続き計上しております。

(3) 退 職 給 付 引 当 金         ･･････ 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

　なお、会計基準変更時差異は、前事業年度にて一括償却してお

ります。

(4) 役員退職慰労引当金 ･･････ 　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。この引当金は商法第 287 条ノ２の

引当金であります。
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４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段……金利スワップ取引

　　　ヘッジ対象……キャッシュ・フローが固定され、その変動が回避されるもの

　(3) ヘッジ方針

　　　金利変動による借入債務等の損失可能性を減殺する目的で行なっております。

　(4) ヘッジの有効性評価の方法

　　　金利スワップの特例要件に該当するため、ヘッジ効果が極めて高いことから事前、事後の検証は

行なっておりません。

　(5) リスク管理

　　　金利スワップ契約の締約等は取締役会の承認に基づいております。なお、取引の実行管理は経理

部で行なっております。

６．消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。



－単-６－

④ 注記事項

（中間貸借対照表関係）

（単位　百万円：未満切捨）

摘　　　　　要 当中間期末
平成13年９月30日現在

前年中間期末
平成12年９月30日現在

前期末
平成13年３月31日現在

１.有形固定資産の減価償却累計額

２.保証債務

46,942

640

43,347

718

44,610

699

３.発行済株式数の増加内訳

転換社債の転換　　発 行 済 株 式 数         

１ 株 の 発 行 価 格         

（うち資本金組入額）        

―　株

―　円

（　　 ―）円

1,398　株

1,430　円

（　　 715）円

1,398　株

1,430　円

（　　 715）円



－単-７－

（リース取引関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円：未満切捨)

当中間期

自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日

前年中間期

自 平成12年４月１日
至 平成12年９月30日

前期

自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

同　　　　　　　左 同　　　　　　　左

リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額

　　　　　　 
機 械 装 置

及び運搬具
　　
工具・器具

及 び 備 品
　　　合計

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　

     
取得価額

相 当 額
 　    2,250          1,118       3,369

     

減価償却

累 計 額

相 当 額

 　      627            587       1,214

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　

     
期末残高

相 当 額
 　    1,623            531       2,155

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　

　　　　　 
機械及び

装 置
　
工具・器具

及 び 備 品
　その他　合計

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　 　

     
取得価額

相 当 額
 　 1,681      1,266      31   2,978

     

減価償却

累 計 額

相 当 額

 　   397        748      10   1,157

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　 　

     
期末残高

相 当 額
 　 1,283        517      20   1,821

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　 　

　　　　　 
機 械 装 置

及び運搬具
　
工具・器具

及 び 備 品
　その他　合計

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　

     
取得価額

相 当 額
 　   2,356      1,334      31    3,721

     

減価償却

累 計 額

相 当 額

 　     570        770      13    1,354

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　

     
期末残高

相 当 額
 　   1,786        563      17    2,367

　　　　　　　　　　 　　　　 　　　　　　　　　

　なお、取得価額相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

同　　　　　　　左

　なお、取得価額相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

未経過リース料中間期末残高相当額

　　１　年　以　内　　　　　660

　　１　　年　　超　　　　1,494

　　合　　　計　　　　　2,155

未経過リース料中間期末残高相当額

　　１　年　以　内　　　　　506

　　１　　年　　超　　　　1,314

　　合　　　計　　　　　1,821

未経過リース料期末残高相当額

　　１　年　以　内　　　　　648

　　１　　年　　超　　　　1,719

　　合　　　計　　　　　2,367

　なお、未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

同　　　　　　　左

　なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定してお

ります。

支払リース料及び減価償却費相当額

　支 払 リ ー ス 料         　　　　349

　減価償却費相当額         　　　　349

支払リース料及び減価償却費相当額

　支 払 リ ー ス 料         　　　　274

　減価償却費相当額         　　　　274

支払リース料及び減価償却費相当額

　支 払 リ ー ス 料         　　　　586

　減価償却費相当額         　　　　586

減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

減価償却費相当額の算定方法

同　　　　　　　左

減価償却費相当額の算定方法

同　　　　　　　左


